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京 都

奈 良

けいはんな学研都市と学研高山地区の位置

学研高山地区

けいはんな学研都市

関西文化学術研究都市
(けいはんな学研都市)

開発計画図

大 阪

（出典：関西文化学術研究都市推進機構パンフレット）
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学研高山地区第２工区

学研高山地区第1工区

学研北生駒駅

京都府

大阪府

学研高山地区の経緯と状況

学研高山地区第１工区 面積 45ha

H3.10 奈良先端科学技術大学院大学が開学

H5. 2  基盤整備を完了

学研高山地区第２工区 面積 288ha

H12.11 区域区分等の都市計画決定(市街化区域編入･用途地域･土地区画整理事業等)

H14. 8 都市計画道路の都市計画決定

H19. 7 都市再生機構(UR)が事業中止を決定

H28. 3 生駒市とＵＲ都市機構が所有地(約160㏊)譲渡契約締結

R 4. 6 学研高山地区第２工区マスタープラン策定

出典：独立行政法人都市再生機構資料より作成

全体288haのうち
生駒市が約６割の
土地を所有(約160ha)

生駒市所有地
(緑色場所)

（出典：関西文化学術研究都市推進機構パンフレット）

各クラスターの整備状況(12のクラスターを分散配置)

高山地区

学研高山地区
関西文化学術研究都市建設促進法に基づく関西文化学術研究
都市のひとつ
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学研高山地区個別地区の位置と現況

学研北生駒駅北地区

● けいはんな線 学研北生駒駅

●

国道１６３号

学研高山地区第１工区

学研高山地区南エリア

学研高山地区Ｆエリア

学研高山地区ゲートエリア

学研高山地区第２工区
(約288ha)

学研高山地区第２工区
(約288ha)

第１工区

鹿ノ台
住宅地
約124ha

先端大

● 高山竹林園

鹿ノ台
住宅地
約124ha

5



令和８年度第１回都市計画審議会(R8.9.7)

関西文化学術

研究都市建設

促進法 >

関西文化学術研究都市建設促進法(S62施行)

学研高山地区の位置付けと上位計画

(目的)第１条 この法律は、関西文化学術研究都市の建設に関する総合的な計画を策定し、その実施を促進することにより、文化、学
術及び研究の中心となるべき都市を建設し、もつて我が国及び世界の文化等の発展並びに国民経済の発達に資することを目的とする。

(定義)第２条 この法律で「関西文化学術研究都市」とは、京田辺市、木津川市、京都府相楽郡精華町、枚方市、四條畷市、交野市、

奈良市及び生駒市の区域のうち国土交通大臣が定める区域を地域とし、当該地域に文化学術研究施設、文化学術研究交流施設、公
共施設、公益的施設、住宅施設その他の施設を一体的に整備することを目的として建設する都市をいう。

(基本方針の決定及び変更)第３条 国土交通大臣は、関係府県知事の意見を聴くとともに、関係行政機関の長に協議して、関西文

化学術研究都市の建設に関する基本方針(以下「基本方針」という。)を決定しなければならない。

(建設計画の作成等)第５条 関係府県知事は、基本方針に基づき、関係市町長、独立行政法人都市再生機構及び財団法人関西文化

学術研究都市推進機構(昭和六十一年六月十九日に財団法人関西文化学術研究都市推進機構という名称で設立された法人をいう。)の

意見を聴いて、当該府県の区域内の関西文化学術研究都市の地域について、関西文化学術研究都市の建設に関する計画(以下「建設

計画」という。)を作成するよう努めるものとする。

関西文化学術研

究都市の建設に

関する基本方針

けいはんな学研都市
ステージプラン

> 奈良県

建設計画 >
総合計画

都市計画
マスタープラン

実行計画

学研高山地区第２工区
マスタープラン

個別エリア基本構想

上位計画の整理

>
1987(S62)年施行
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都市計画の内容 告示日

区域区分 市街化区域

平成12年
11月10日

市街地
開発事業

土地区画整理事業

促進区域 土地区画整理促進区域

地域地区

第一種低層住居専用地域
(容積率60％,建ぺい率40％,外壁後退1.5m)

生産緑地地区

都市施設

高山南北線
(2車線･幅員18m(10.5～20m))

令和7年
4月25日

高山東西線
(2車線･幅員18m)

高山北廻り線
(2車線･幅員18m)

平成14年
8月30日

都市計画
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[参考]広域道路現況図

学研高山地区第２工区
約２８８ha

● けいはんな線 学研北生駒駅

(都)上町芝線・真弓芝線
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(都)高山北廻り線

(都)高山東西線

(

都)

高
山
南
北
線

都市計画道路
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生駒市計画

『奈良先端大学を中心に産学官民の連携による
“オープンイノベーションを創出”するまちづくり』

～最先端と自然・文化が共生する新たな時代の都市に向かって～

➢ 地権者や民間事業者の多様なニーズに合わせた様々な
機能が集積する複合市街地を順応・段階的に形成して
いく

➢ 「住宅中心の土地利用」から「産業施設を中心とした
土地利用」へ

➢ 公共と民間とが互いに連携・協力しながら公民連携に
より事業を推進、『土地区画整理組合（業務代行方
式）』を基本

学研高山地区第２工区マスタープラン(抜粋)生駒市都市計画マスタープラン(抜粋) R3.6策定

産業・学術研究拠点

➢ 関西文化学術研究都市高山地区及び北田原地区は
産業・学術研究拠点

➢ 産業振興と雇用の創出につながる産業機能や高度
な学術・研究・業務機能を集積

➢ 持続的な技術革新を牽引する居住実験都市の実現

➢ イノベーション中枢機能の構築

工区割りイメージを踏まえた造成計画図の一例

◼ 民間事業者の参画可能な
規模となる複数の工区を
設定

◼ 需要・ニーズを踏まえ、
工区ごとに順次段階的に
整備していく。

高山地区

R4.6策定
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土地利用の方針(学研高山地区第２工区マスタープラン)

機能別土地利用面積の目安

※各機能の位置は事業進捗に合わせ柔軟に対応する。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自然型産業機能 約85ha

都市型産業機能 約173ha

住機能 約30ha

都市機能
（商業・業務等）

自然型産業機能及び
都市型産業機能の用地内に含む。

都市基盤
（道路・公園・緑地等）

道路や緑地・公園についてはそれぞ
れの機能別土地利用用地内に含み、
関係法令等に基づき整備するものと
します。

合計 約288ha

土地利用方針図

産業施設を中心とした土地利用

計画人口 概ね5000人

➢ 産業、文化・教育、商業・業務施設などの機能が集積する
「多機能複合市街地」の整備

[現在の計画]

住宅中心の土地利用
計画人口 2万3千人

[従来の計画]

転換
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第２工区の土地利用のイメージ(学研高山地区第２工区マスタープラン)

北エリア > 自然的土地利用

南エリア > 都市的土地利用

⚫ 第１工区や精華・西木津地区、北田原地区との連携

⚫ 国道163号からの利便性を重視し、文化学術研究や、産業を
中心に土地利用の誘導を図る。

⚫ スマートな新たな時代の住環境を形成する居住機能

⚫ まちの活性化を図る中心地区にふさわしい商業機能を適切
に配置。

⚫ 周辺の緑豊かな自然環境や歴
史文化資源・伝統産業、農業
との共生を図る。

⚫ 四季の魅力にあふれ、心の安
らぎを生む都市空間の形成を
図る。
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工区割りイメージを踏まえた造成計画図の一例

民間事業者の参画可能な規模となる複数の工区を設定し、需要・ニーズを
踏まえ、工区ごとに順次段階的に整備していく。事業面積は30-50haを想定。

段階的整備の考え方(学研高山地区第２工区マスタープラン)

基本
方針
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全体土地利用計画(学研高山地区第２工区マスタープランに基づき作成)
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事業推進体制

事業推進会議

[構成員]
• 学識経験者

• 先端大

• 関西文化学術研究都市推進機構

• ＵＲ

• 奈良県

• 近畿地方整備局(オブザーバー)

• 近畿経済産業局(オブザーバー)

生駒市

[役割]
• 円滑な事業化、地区全体の事業

推進に係る意見･助言

• 各個別地区の事業内容に係る意
見･助言

• 各個別地区間の事業の整合性に
係る意見･助言 など

[役割]
• まちづくり推進

• 技術支援

• 広域調整(行政間、関係機関)

• 上位計画の見直し

• 都市計画変更

• 補助金、交付金の助成

• 立地等検討企業の募集 など

地権者数 約1,080名
加 入 者 約800名(約74％) R8.4現在

[活動内容]
• 地権者意向の把握

• まちづくりに関する調査･研究･連絡･
調整、広報･啓発

事業アドバイザー

奥村組 / 鴻池組 / フジタ
西松建設･一条工務店企業体

[役割]
• 豊富なノウハウを活かし

たまちづくりの推進

• 個別地区の推進、地権者
合意形成に係る提案･ア
ドバイス

事業協力者
一括業務代行予定者

[役割]
• 土地利用･事業計画作成
• 立地企業の誘致
• 資金調達
• 組合設立認可業務

一括業務代行者

[役割]
• 土地区画整理組合業務
• 事業実施･資金調達
• 保留地処分 など

意見

助言

事業推進

支援

提案

アドバイス

事業参加

支援

事業実施

公募

選定

個別エリア(南･ゲート等)

まちづくり協議会

基本計画作成

区画整理準備組合

事業計画･認可図書作成

区画整理組合

土地区画整理事業の施行

生駒市は最大地権者であり、組合員の1員。土地区画整理事業の事業主体は土地区画整理組合(一括業務代行者)。

地権者の会(第２工区全体)
平成30年11月設立
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